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１【半期報告書の訂正報告書の提出理由】 

 平成17年12月５日に提出いたしました第25期中（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）半期報告書の記載

の一部に誤りがありましたので、これを訂正するため半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。 

２【訂正事項】 

第一部 企業情報 

第５ 経理の状況 

１ 中間連結財務諸表等 

(1）中間連結財務諸表 

 注記事項 

（リース取引関係） 

２ 中間財務諸表等 

(1）中間財務諸表 

 注記事項 

（リース取引関係） 

３【訂正箇所】 

 訂正箇所は＿線で示しております。 

第一部 【企業情報】 

第５ 【経理の状況】 

１【中間連結財務諸表等】 

 (1) 【中間連結財務諸表】 

 注記事項 

（リース取引関係） 



（訂正前） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年4月1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年4月1日 
至 平成17年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月1日 
至 平成17年3月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得
価額
相当
額 
(百万
円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間
期末
残高
相当
額 
(百万
円) 

機械装置及び
運搬具 

3,467 2,012 1,454 

(有形固定資
産) 
その他 

1,248 805 442 

無形固定資産 
その他 

30 0 29 

合計 4,745 2,818 1,927 

 

取得
価額
相当
額 
(百万
円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間
期末
残高
相当
額 
(百万
円) 

機械装置及び
運搬具 

3,065 1,903 1,161 

(有形固定資
産) 
その他 

868 462 406 

無形固定資産 
その他 

150 17 132 

合計 4,084 2,383 1,700 

 

取得
価額
相当
額 
(百万
円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末
残高
相当
額 
(百万
円) 

機械装置及び
運搬具 

3,286 1,998 1,288 

(有形固定資
産) 
その他 

1,149 778 370 

無形固定資産 
その他 

89 7 82 

合計 4,525 2,785 1,740 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産及び無形固

定資産の中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法によって

算定しております。 

同左 （注）取得価額相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産及び無形固定資

産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によって算定して

おります。 

(2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料中間期末残高相当額等 

 未経過リース料中間期末残高相当額 

(2)未経過リース料期末残高相当額 

１年内 545百万円

１年超    1,381百万円

合計    1,927百万円

１年内 461百万円

１年超 1,239百万円

合計  1,700百万円

１年内    467百万円

１年超          1,273百万円

合計     1,740百万円

（注）未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が有

形固定資産及び無形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法によって算定しておりま

す。 

同左 （注）未経過リース料期末残高相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固定資産

及び無形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法に

よって算定しております。 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び減損損

失 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 325百万円

減価償却費相当額  325百万円

支払リース料 274百万円

減価償却費相当額 274百万円

支払リース料      632百万円

減価償却費相当額    632百万円

(4)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

   （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

 



（訂正後） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年4月1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年4月1日 
至 平成17年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月1日 
至 平成17年3月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得
価額
相当
額 
(百万
円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間
期末
残高
相当
額 
(百万
円) 

機械装置及
び運搬具 

3,467 2,012 1,454 

(有形固定
資産) 
その他 

1,248 805 442 

無形固定資
産 
その他 

30 0 29 

合計 4,745 2,818 1,927 

 

取得
価額
相当
額 
(百万
円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間
期末
残高
相当
額 
(百万
円) 

機械装置及
び運搬具 

3,145 1,912 1,232 

(有形固定
資産) 
その他 

886 463 423 

無形固定資
産 
その他 

150 17 132 

合計 4,182 2,393 1,788 

 

取得
価額
相当
額 
(百万
円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末
残高
相当
額 
(百万
円) 

機械装置及
び運搬具 

3,332 2,002 1,330 

(有形固定
資産) 
その他 

1,149 778 370 

無形固定資
産 
その他 

89 7 82 

合計 4,571 2,789 1,782 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産及び無形固

定資産の中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法によって

算定しております。 

同左 （注）取得価額相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産及び無形固定資

産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によって算定して

おります。 

(2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料中間期末残高相当額等 

 未経過リース料中間期末残高相当額 

(2)未経過リース料期末残高相当額 

１年内 545百万円

１年超    1,381百万円

合計    1,927百万円

１年内 481百万円

１年超 1,306百万円

合計  1,788百万円

１年内 475百万円

１年超 1,306百万円

合計 1,782百万円

（注）未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が有

形固定資産及び無形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法によって算定しておりま

す。 

同左 （注）未経過リース料期末残高相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固定資産

及び無形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法に

よって算定しております。 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 325百万円

減価償却費相当額  325百万円

支払リース料 281百万円

減価償却費相当額 281百万円

支払リース料 637百万円

減価償却費相当額 637百万円

(4)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

   （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

 



２【中間財務諸表等】 

 (1) 【中間財務諸表】 

 注記事項 

（リース取引関係） 

（訂正前） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械及び装
置 

1,668 949 719 

工具器具及 
び備品 

629 367 262 

その他 81 45 35 

合計 2,379 1,361 1,017 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械及び装置 1,668 1,105 563 

工具器具及
び備品 

566 268 298 

その他 67 47 19 

合計 2,302 1,421 881 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械及び装置 1,668 1,027 641 

工具器具及
び備品 

550 314 235 

その他 76 50 26 

合計 2,296 1,392 903 

 （注） 取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法によって

算定しております。 

同左  （注） 取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法によって算定して

おります。 

(2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料中間期末残高相当額等 

 未経過リース料中間期末残高相当額 

(2)未経過リース料期末残高相当額 

１年内 279百万円

１年超 738百万円

合計 1,017百万円

１年内 258百万円

１年超 622百万円

合計 881百万円

１年内 251百万円

１年超 651百万円

合計 903百万円

（注）未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み

法によって算定しております。 

同左 （注）未経過リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法によって算

定しております。 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び減損損

失 

(3)支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 157百万円

減価償却費相当額 157百万円

支払リース料 149百万円

減価償却費相当額 149百万円

支払リース料 306百万円

減価償却費相当額 306百万円

(4)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

   （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

 



（訂正後） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械及び装
置 

1,668 949 563 

工具器具及
び備品 

629 367 262 

その他 81 45 35 

合計 2,379 1,361 1,017 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械及び装置 1,668 1,105 563 

車両及び運
搬具 

67 47 19 

工具器具及
び備品 

567 268 299 

合計 2,303 1,421 882 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械及び装置 1,668 1,027 641 

車両及び運
搬具 

76 50 26 

工具器具及
び備品 

550 314 235 

合計 2,296 1,392 903 

 （注） 取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法によって

算定しております。 

同左  （注） 取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法によって算定して

おります。 

(2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料中間期末残高相当額等 

 未経過リース料中間期末残高相当額 

(2)未経過リース料期末残高相当額 

１年内 279百万円

１年超 738百万円

合計 1,017百万円

１年内 259百万円

１年超 622百万円

合計 882百万円

１年内 251百万円

１年超 651百万円

合計 903百万円

（注）未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み

法によって算定しております。 

同左 （注）未経過リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法によって算

定しております。 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3)支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 157百万円

減価償却費相当額 157百万円

支払リース料 149百万円

減価償却費相当額 149百万円

支払リース料 306百万円

減価償却費相当額 306百万円

(4)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

   （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 
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